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■平成22年度各種会計決算の総括�
区  分�

※企業会計における不足額は、水道会計は当年度分および過年度分損益勘定留保資金などで、病院会計は一時借入金などで補てんされて

います。�

※企業会計における収益的収支のうち、収入は水道料収入や病院の入院、外来の診療収入など。支出は材料費や電気料、職員の給与など。�

　また、資本的収支のうち、収入は企業債や一般会計出資金など。支出は水道管布設などの投資的経費と企業債の元金償還金など。�

781億8,887万円�

財政課（　 21-1197）�

 454億2,181万円 437億7,559万円 103.5 16億4,622万円�
 106億3,051万円 100億7,609万円 104.4 5億5,442万円�

 1,319万円 1,319万円 75.2 0万円�

 8億9,035万円 8億8,735万円 101.9 300万円 �

 74億2,394万円 73億5,977万円 103.1 6,417万円�

 3億6,203万円 1億4,932万円 117.9 2億1,271万円�

 1億1,085万円 1億777万円 95.0 308万円�

 2,137万円 1,444万円 87.2 693万円�

 21億3,900万円 21億3,519万円 74.1 381万円�

 2億2,222万円 2億2,222万円 67.5 0万円�

 2億2,289万円 2億2,289万円 101.7 0万円�

 1億7,655万円 1億7,655万円 100.9 0万円�

 185万円 58万円 89.2 127万円�

 10万円 9万円 180.0 1万円�

 1,244万円 1,133万円 435.8 111万円�

 854万円 675万円 84.5 179万円�

 28億5,112万円 28億441万円 99.2 4,671万円�

 4億7,983万円 13億4,699万円 76.8 －8億6,716万円�

 75億4,343万円 82億8,384万円 91.3 －7億4,041万円�

 3億8,214万円 5億9,451万円 89.1 －2億1,237万円�

 789億1,416万円 781億8,887万円 100.0 7億2,529万円�

　平成22年度一般会計・特別会計決算がまとまり、9月の市議
会定例会で認定されました。6月の市議会定例会で認定された
企業会計決算と合わせると、歳入総額は789億1,416万円、
歳出総額は781億8,887万円となっています。�

国 民 健 康 保 険 �

老 人 保 健 �

後期高齢者医療保険�

介 護 保 険 �

公 共 用 地 取 得 �

駅 周 辺 施 設 管 理 �

簡 易 水 道 �

公 共 下 水 道 事 業 �

農業集落排水事業�

浄化槽市町村設置推進事業�

温 泉 事 業 �

上 西 郷 財 産 区 �

桜 木 財 産 区 �

東 山 財 産 区 �

佐 束 財 産 区 �

一 般 会 計 �

収益的収支�

資本的収支�

収益的収支�

資本的収支�

437億7,559万円（前年度比14億6,986万円増）��

454億2,181万円（前年度比13億6,666万円増）�

厳しい経済情勢で市税が前年度を下回る一方、国の地方財政対策の拡充により歳入規模は前年度を上回りました。�
そのような中、現市立病院の清算や小中学校施設の耐震補強など、今後控える大きな支出に備えて、各種基金に

総額で30億9,000万円のかつてない規模の積み立てを行い、計画的な財政運営に努めました。�

目的別�

〈目的別〉�

〈性質別〉�

依存財源�

市債� 43億5,090万円（9.6%）�
建設事業などの財源となる借入金�
〈借入の抑制により前年度比4億8,090万円減〉�

民生費� 109億4,326万円（25.0%）�
高齢者福祉や子育て支援などに�
〈子ども手当などにより前年度比20億2,131万円増〉�

物件費� 64億2,080万円（14.7%）�
施設管理委託料、消耗品費、印刷費、通信運搬費など�

総務費� 72億9,517万円（16.7%）�
自治区振興や市役所経費などに�
〈基金積立金増などにより前年度比5億6,697万円増〉�

地方交付税� 38億8,819万円（8.6%）�
国が国税の一部を財政力などに応じて配分するもの�
〈国政策などにより前年度比17億714万円増〉�

自主財源� 271億7,465万円（59.8%）�
市が自ら調達することができる収入�
〈前年度比5億5,582万円増〉�

市税� 204億2,751万円（45.0%）�
個人・法人市民税、固定資産税、都市計画税など�
〈景気低迷により前年度比2億8,923万円減〉�

諸収入� 32億4,465万円（7.1%）�
貸付金の元利返還金、給食費自己負担金など�
〈前年度比5億5.939万円増〉�

繰越金� 17億4,942万円（3.9%）�
前年度決算の剰余金�
〈前年度比4億7,702万円増〉�

国庫支出金� 47億4,018万円（10.4%）�
特定の事業の財源となる国からの補助金など�

教育費� 58億3,389万円（13.3%）�
学校施設の建設費や学校教育などに�

公債費�
�
 55億6,976万円（12.7%）�
借入金の返済に�

消防費ほか� 34億8,419万円（8.0%）�
消防や議会、商工労働に�

農林水産業費� 20億4,854万円（4.7%）�
農業を一層盛んにするために�

衛生費� 42億9,082万円（9.8%）�
健康づくりやごみ処理、公衆衛生費に�

土木費� 43億996万円（9.8%）�
道路や橋などの建設費に�
�

県支出金� 27億8,021万円（6.1%）�
特定の事業の財源となる県からの補助金など�

その他� 18億8,596万円（4.2%）�
地方消費税交付金、自動車取得税交付金など�

使用料、分担金など� 10億9,670万円（2.4%）�
保育園の保育料、公共施設の使用料など�

その他� 6億5,637万円（1.4%）�
財産売払収入、寄附金、基金からの繰入金など�

地方譲与税� 6億172万円（1.3%）�
自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税など�

扶助費� 59億4,682万円（13.6%）�
社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、�
児童などを支援するために要する経費�
〈子ども手当などにより前年度比15億1,045万円増〉�

人件費� 58億7,510万円（13.4%）�
市議会議員、職員などの給与費�

公債費� 55億6,976万円（12.7%）�
借入金の返済に要する経費�

その他� 20億8,961万円（4.8%）�
貸付金、維持補修費、災害復旧費、出資金�

補助費など� 40億7,058万円（9.3%）�
各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金など�

繰出金� 46億2,139万円（10.5%）�
病院や公共下水道などの他会計への繰出金�

積立金� 30億9,044万円（7.1%）�
各種基金への積立金 �
〈将来に備えた積立増により前年度比27億3,824万円増〉�

普通建設事業費� 60億9,109万円（13.9%）�
道路、学校、公園などの社会資本整備に要する経費�
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性質別�

 182億4,716万円（40.2%）�
国や県の決定や割り充てに基づく収入�
〈前年度比8億1,084万円増〉�
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定により、平成22年度決算に基づく4つの健全化判断比
率と公営企業の資金不足比率を算出しました。�
平成22年度は、病院事業会計において資金不足比率が発生しましたが、いずれの指標も基準を下回り、健全

性が保たれていることを示しています。今後も、健全な財政運営に努めていきます。�

●資金不足比率  �
各公営企業会計での事業規模に
対する資金不足額の比率�

●実質公債費比率  �
普通会計の借入返済額の比率  �

●将来負担比率�
普通会計が将来負担すべき実質
的な負債残高の比率�

●連結実質赤字比率  �
普通会計と公営事業会計を合わ
せた全会計での赤字の比率 �

●実質赤字比率  �
普通会計での赤字の比率�

将来負担額�
859.8億円�

普通会計の地方債残高 469.7億円�
債務負担行為に基づく支出予定額 84.4億円�
（幼保園の建設債務など将来にわたる支出が予定されているもの）�

他会計地方債残高（普通会計負担分） 181.2億円�
（病院などの特別会計への繰出見込額）�

一部事務組合等地方債残高（普通会計負担分） 36.1億円�
（環境資源ギャラリーなどの一部事務組合への負担見込額） �

退職手当負担見込額 68.2億円�
土地開発公社負債額（普通会計負担分） 20.2億円�
（公社の長期借入金や未払金に対する負担見込額） �

地方債の償還等に充当可能な基金 79.2億円�
（借入金の返済に充てることができる積立金） �

地方債の償還等に充当可能な歳入 162.9億円�
（借入金の返済に充てることができる歳入） �

地方債残高に係る普通交付税基準財政需要額算入見込額 404.1億円�
（借入金に対して国が地方交付税により交付するもの） �

将来負担比率算定上、�
将来負担額から控除することの�

できる財源�

646.2億円�

　平成22年度決算における「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく将来負担額（将来負担す
べき負債）をお知らせします。将来負担額は、前年度に比べ減少しました。�

普通会計が負担す
べき他会計地方債
残高が10.7億円減
少したことや、普通
会計の地方債残高
が4.7億円減少した
ことなどにより、将
来負担額が減少し
ました。�

市民一人当たり�
745,313円�

市民一人当たり�
560,155円�

固定資産税� 市民税� 都市計画税� たばこ税�

軽自動車税� 特別土地保有税�入湯税�

都市計画税が使われた事業とその財源内訳（平成22年度）�

都
市
計
画�

事
業
費
等�

右
記
の�

財
源
内
訳�

都市計画事業の�
地方債償還　8億6,224万円�

下水道　8億3,981万円�

区画整理等�
2億1,917万円�

街路　2億8,475万円�

�

都市計画税　16億9,205万円�

負担金その他　1億3,108万円�
地方債　1億9,940万円�
�
国庫（県）支出金�
7,301万円�

都市計画事業費等合計�
24億515万円�

　都市計画税は、都市計画事業に要する費用
に充てるために課税される目的税です。�
　平成22年度は、街路、公園、下水道、区画整
理などの各事業と、都市計画事業のために借
り入れた地方債の償還に充てられました。�

公園　622万円�

�

その他　1億9,296万円�

379,466円��

393,736円�� （うち、納めていただいた市税　177,075円）�

86,247円� 67,877円� 14,667円�

2,228円� 398円� 39円�

5,619円�

民生費�

教育費�

総務費�

公債費�

衛生費�土木費�

農林水産業費� 消防費ほか�
�

高齢者福祉や子育て支援などに�
・高齢者生きがい活動支援事業�
・子ども手当�
・保育サービス推進支援事業�
　など�
�

自治区振興や市役所経費などに�
・公共交通対策事業（自主運行バスなど）�
・地域環境整備調整事業�
・住民自治振興事業（コミュニティ施設整備など）�
・選挙に係る経費　など�

学校施設の建設費や学校教育などに�
・小中学校施設の耐震化・改築�
・幼稚園就園奨励事業�
　など�

借入金の返済に�
・一般会計地方債現在高�
　平成21年度末　472.2億円�
　平成22年度末　468.2億円�
�

健康づくりやごみ処理、公衆衛生費に�
・子ども医療費助成事業�
・病院事業会計繰出金�
・ごみ処理に係る経費�
　など�

道路や橋などの建設費に�
・南北幹線道路整備事業�
・河川整備事業�
・新病院アクセス道路整備事業�
　など�

農業を一層盛んにするために�
・茶業振興事業�
・農道整備事業�
・農業用水利施設整備・維持管理事業�
　など�

消防や議会、商工労働に�
・消防施設整備事業�
・緊急雇用創出事業�
・観光施設整備事業�
　など�

一般財源　3億961万円�

94,861円� 63,238円�

48,281円�

37,360円�

30,202円�

50,571円�

37,195円�

17,758円�

※市民一人当たりの歳入・歳
出額は、一般会計決算をも
とに、平成23年4月1日現
在の人口115,361人で試
算してあります。�

※普通会計とは、一般会計および公共用地取得特別会計、掛川駅周辺施設管理特別会計、温泉事業特別会計の4会計を合算したものをいいます。�

財政良好� 財政悪化�

0%

0%

0%

12.01%

17.01%

25%

350%

20%

20%

35%

35%

H22�
（14.3%）�

H22�
（94.1%）�

H20�
（1.2%）�

H21�
（3.1%）�

H22�
（10.6%）�

H21�
（130.3%）�

H20�
（132.7%）�

H21�
（16.0%）� H20�

（16.7%）�

健全!

健全!

健全!

健全!

健全!

財政再生基準�早期健全化基準�

将来負担額は、�
前年度比19.3億円�
減少しました。�

H20～22�
実質赤字比率�

なし�

H20～22�
連結実質赤字比率�

なし�

※病院事業会計のみ�
　他の各公営企業はなし�
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